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はじめに

１００万人近いと言われる人口を抱えるコールセンター業界は、その大きさにも関わらず、就業に

あたり取得が必要な検定制度や全国的な資格試験が存在しないことが、これまで大きな課題であ

りつづけてきた。社会の重要なインフラでありながら、職業としてのキャリアパスが存在せず、優秀な

人材がその業界に留まらず、アルバイトや学生、主婦層を中心とした非正規雇用者の流動的な労

働市場になる一因となっている。そのため、コールセンターの包括的な知識・スキル体系の整備と

キャリアパスの構築による新たな人材育成モデルの構築が求められてきた。

サービス産業の社会インフラの機軸産業であるコールセンター業界において、人材キャリアマッ

プや試験制度が存在せず、生産性が向上しないということは、日本におけるサービス産業全体の

競争力にも大きな影響を及ぼす。海外のセンターでは、従来は価格優位性（低価格）を売り物にし

ていたが、最近では高度な管理者層への教育による高付加価値なサービスを標榜しつつある。日

本語という言語の壁によって守られていると思われてきた業界も、生産性の向上による国際的競争

力の強化を図り、コールセンター業界を日本の社会インフラを担う産業として育成する必要に迫ら

れている。

このように、人材の流動化の激しい職種であれば、経歴・履歴以外の客観的な採用判断基

準となる資格制度とキャリア制度が必要とされる。今後、消費者庁の成立を背景に、消費

者保護の姿勢や法的な巡視に対しての教育のモデルつくりも重要である。またマネージメ

ント層の業務に対応できる人材が計画的に採用･育成されていくためにも、上位層までをカ

バーした資格制度の構築が必要となる。

こうした背景のもと、全国共通のコールセンター資格制度の立ち上げは喫緊のものである

というのが私たちの認識である。

今般の「サービス産業能力評価システム構築支援事業」では、この分野においては国内随

一の経験と実績を持つ３社からなる「コールセンター人材能力評価システム事業推進コン

ソーシアム」を組成して、継続的に活用できる全国初の本格的な資格制度の構築を図ってい

く。次世代のサービス産業の社会インフラであるコールセンター業界の最適化、進化のために幾

らかでも貢献できればと思う。
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１ 事業の背景と目的

(ア) 背景

① コールセンター：重要な社会インフラ

日本のサービス産業について考える時に、広く社会に一般化しているにもかかわらず認

知度が低いのがコールセンターの実態である。例えば、製造メーカー、ＩＴ産業、金融、

飲食店や他のサービス産業を含めて、なにか問題が発生した場合には直ちにコールセ

ンターに電話が殺到することになる。また、こうした苦情やお問合せ窓口の機能だけでな

く、1995 年以降は、急速なインターネットの普及や e-ビジネスの推進によって、コールセ

ンターで行われる業務も広がり業務の多様化を見せている。現在ではコールセンターは、

顧客問合せ、テレビショッピングなどの受注業務、IT ヘルプデスク、テレフォンバンキン

グや証券などの金融機関の業務、販売やアフターサービス目的のアウトバウンド（顧客

に直接電話をかけること）、さらに公共窓口など、あらゆる業態・規模の企業で「顧客接

点」「サービスの最前線」としての役割を果たしている。その結果、下記に述べるように規

模の増大も起こり就業人口も増えた。

② コールセンター就業者人口の増大

コールセンターの就労人口は９０万人以上（弊社推計）と見られている。この規模は、小

中高の教師（約９０万人）、警察・消防（約４０万人）、看護師（約７５万人）に匹敵する規

模といわれる。しかし、業界を横断的に管轄する監督行政機関がないために、正確な統

計数字が存在していない。またその故に、就業人口が大きいにも関わらず、就業にあた

り取得が必要な検定制度や全国的な資格試験が存在しない職種である。このことは、社

会のインフラでありながら、キャリアパスが存在せず、優秀な人材がその業界に留まらず、

アルバイトや学生、主婦層を中心とした非正規雇用者の流動的な労働市場になる一因

となっている。そのため、コールセンターの包括的な知識・スキル体系の整備とキャリア

パスの構築による新たな人材育成モデルの構築が求められている。

③ サービスエージェンシーの人材キャリア施策の課題

現在、コールセンター人材のすべてを自社の正規雇用に頼る企業は皆無である。中規

模以上のコールセンターでは、すべての業務もしくは一部の業務でサービスエージェン

シー（外注業者）に業務委託を行うか、人材派遣会社やサービスエージェンシーから人

材を派遣社員等として受け入れている。こうしたサービスエージェンシーでは、社内の実

務実績を重視し、各社毎の業務経験に基づいて評価を行ってきた。これらの業者は、統

一的な資格制度やキャリア制度を、自社コールセンターの就業者に活用すると、人材の

流動性がさらに高まり、自社の人材の囲い込みが難しくなるのではないかという人材確

保に対する懸念が強い。さらにコストの７割から８割を人件費で占めるサービスエージェ

ンシーでは、クライアント側企業（コールセンターを発注する事業系会社）の指示がない
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と、人材育成に投資することが難しい。このようにサービスエージェンシーは、業界をあ

げての資格制度やキャリア施策に対しては非常に消極的であり、それが業界での非正

規雇用の増大に拍車をかけてきた側面がある。こうした背景から、従来のようなサービス

エージェンシーを主体とした業界団体の組成では、コールセンター業界の人材育成に

主眼をおいた活動は難しく、発注側企業を主体とした新たな業界団体が、サービスエー

ジェンシーに要求する共通のスキル基準としてコールセンターの資格制度を構築するこ

とが求められている。

④ 業界としての生産性向上の必要性

サービス産業の社会インフラの機軸産業であるコールセンター業界において、人材キャ

リアマップや試験制度が存在せず、生産性が向上しないということは、日本におけるサ

ービス産業全体の競争力にも大きな影響がある。例えば中国の大連市をはじめとする日

本語のコールセンター業務の受託が堅調に伸びている。こうした海外のセンターは、従

来は価格優位性（低価格）を売り物にしていたが、最近では高度な管理者層への教育

による高付加価値なサービスを標榜しつつある。日本語という言語の壁によって守られ

ていると思われてきた業界も、生産性の向上による国際的競争力の強化を図り、コール

センター業界を日本の社会インフラを担う産業として育成する必要に迫られている。

⑤ 資格制度の必要性

以上のように、人材の流動化の激しい職種であれば、経歴・履歴以外の客観的な

採用判断基準となる資格制度とキャリア制度が必要とされる。今後、消費者庁の

成立を背景に、消費者保護の姿勢や法的な巡視に対しての教育のモデルつくりも

重要である。またマネージメント層の業務に対応できる人材が計画的に採用･育成

されていくためにも、上位層までをカバーした資格制度の構築が必要となる。

(イ) 本事業の目的

① 究極の目標と実際的な目標

本事業の究極的な目的は、コールセンターをはじめとする顧客接点業務におけるサ

ービスイノベーションの創出を推進することである。

本事業の実際的な目的としては、

「コールセンターにおける日本初の全国的な試験及び教育制度を構築し、世界に通用

する顧客サービスを支える人材の資格制度の構築・運営及び人材育成事業を行うこ

と」である。

但し、日本におけるコールセンター業界＝「最大の顧客接点業務」で、初めての知識

体系・スキル標準の構築と、国際的に認められた手法による科学的な試験･資格制度

の構築が行われることは、以下のように広く他のサービス産業に応用的な展開が期待
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される。

１） 今回構築するスキル標準・資格制度構築及び試験運営モデルを、他のサービ

ス産業団体のスキル標準・資格制度構築や高度化についてのコンサルティング

や運営受託などのベースに応用し、事業を展開する。

２） 他の資格事業団体向けの試験構築や運営に関わる人材の育成事業を行う。 
３） 今回の構築モデルを活用して他の顧客サービスに関わるスキル標準や資格

制度構築・運営事業に展開する

② 事業の業界への直接的な効果

「コールセンター人材の高度化を行い、日本のカスタマーケアーレベルの高度化を目指

した事業を構築し、以下のような目的での波及効果により貢献する。」ことが考えられ、そ

の波及効果は以下のようになる。

１）コールセンターで働く人材に、明確なキャリアパスを提示して、就労希望者、また就労

者にキャリアアップの方向を提供する。

２）採用側にとって現在より精度の高い的確な採用活動が行える。

３）的確な人材の配置によりセンター運営の高度化が行われ、日本全体のカスタマーサ

ービスレベルの高度化が図れる。

４）企業側にとって人材の育成ロードマップや報酬などもより明確になり雇用側と就労者

側の採用・育成・昇進などが明確になる。

５）消費者庁の設立にあわせ、最大の消費者接点のひとつであるコールセンターに対し

て消費者教育を実施し、消費者保護政策に貢献する。

６）今回のスキル体系や資格制度・試験の制作・試験の運用は、他の複数の顧客サービ

スにも適用し、波及し得るものとする。また、他の業界にも転用できる汎用性の高いモ

デルを構築し、将来的に対象領域を広げられるものとする (例：コールセンターの資

格モデルを、携帯電話の窓口業務にも活用する等)。
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２ 事業の具体的な内容と実施方法（推進体制）

(ア) 3年間の計画

本業の事業期間は 3 年を考えているが、2 年目からは資格制度事業が開始されていく形で進

める。

【図表１－１】３ヶ年計画

事業年度 主な実施事業内容

平成21年度 ・ 業界の実勢調査

・ 知識・スキルの体系化（人材スキル標準の構築）

・ 認定制度設計及び開発

・ 業界協力を受けた実証試験

平成22年度 ・ 認定制度の開発（継続）

・ 事業化モデルの推進・構築

・ 事業開始

平成23年度 ・ テストの CBT（コンピューターベースでの実施）化に向

けた調査

平成２１年度

・ 業界の実勢調査

・ プロフェッショナル２資格の構築

� 知識・スキルの体系化（人材スキル標準の構築）

� 認定制度設計及び開発（プロフェッショナル２資格を予定）

� 業界協力を受けた実証試験（予備試験各２回の実施と試験問題の構築）

＊プロフェッショナル３資格(コールアーキテクチャ、オペレーション･マネージメント、カスタマーサ

ービス)のうち、最初の２資格としては、オペレーション・マネジメントおよび、カスタマーサービス

を選択する。これは下位レベルの資格人口とニーズからの選択であるが、国内企業へのアンケートおよ

びヒアリングの内容によって、ニーズが想定と大きく異なった場合は、カスタマーサービスをコールセ

ンターアーキテクチャと入れ替えることを検討する。

・ 業界団体の新規組成

平成２２年度

・ 試験の開発（継続）

・ 事業モデルの推進

・ 本試験の実施

平成２３年度

・ 試験の CBT（コンピューターベースでの実施）化に向けた調査

＊平成２３年度は事業化が本格的に推進される段階。



- -9

(イ) 実施体制

① コンソーシアムの体制

コンソーシアム内の実施体制は以下。コンソーシアムの参加者および外部協力団体

（外注先含む）に対して以下の業務を再委託または外注し、モデル事業全体を取りま

とめる。なお状況に応じて相互に協力し全体として本事業を進める。

【図表２－１】コンソーシアム体制図

【図表２－２】コンソーシアム役割図

（◎；主担当 ○；担当）
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事業者 A

株式会社 ラーニング・アーキテクチャ

研究所

株式会社プロシード

事業者 B

株式会社 オデッセイ コミュニケーシ

ョンズ

コンソーシアムプロジェクト管理

基礎調査実施、業界団体設立準備主幹、試

験構築プロジェクト管理

事業者C

株式会社 教育測定研究所
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② 各企業の紹介

株式会社プロシード

３社のプロジェクトリーダー企業であるプロシードは、10 年前よりコールセン

ターに特化したサービスサイエンスに基づくサービスパフォーマンス国際規格を

日本で最初に導入し、この 10 年間で 400 箇所に渡る大型コールセンターへの監

査・人材育成・改善支援などを行なってきた。加えて個人に対する資格制度も実

施してきており延べで 3000 人以上のコールセンターに於けるマネジメントスタ

ッフを育成している。この 3000人は現在の日本のコールセンター業界の人的な基

盤ネットワークとなっており、今後の事業展開において大きな貢献が期待される。

プロシードは併せて 2001年よりＩＴサービスマネジメント分野の国際非営利団

体の日本支部を大手企業各社と共に設立するなど、同事業の日本における先駆者

的存在でもあり、その分野の監査・研修及びオランダの国際テスト機関の認定試

験機関として多くの政府機関・民間企業のＩＴサービス高度化に実績がある。

株式会社ラーニング・アーキテクチャ研究所

プロシードと共同で 1995年よりテスト構築及び資格制度の日本における高度化

を目指し、日本テスト学会の設立をはじめ、科学的な手法によるテストプログラ

ムの普及に尽力をしてきた。政府機関及び外資系企業や国内企業に対するスキル

スタンダード作成や資格制度及びテスト作成などに両社で多くの実績がある。

株式会社オデッセイコミュニケーションズ

マイクロソフトの資格制度の運営会社として、プロシード及びラーニング・アー

キテクチャ研究所の協力の下に事業を開始し、今年度、累積 200 万人の試験運営

の経験を持つと共に、全国に試験センター1７00 箇所を運営する組織になってい

る。

３社はコールセンターやＩＴサービス分野における業界横断的な業務改善や人

材育成に豊富な経験を持ちつつ、スキルスタンダード及び資格制度の推進を事業

としてパートナーと共に 10年間推進してきており、その間培った知識、経験、ベ

ンチマークデータ及び業界ネットワーク構築を基盤に中立的な位置づけを保ちつ

つ業界に貢献をしてきた実績を持っている。当コンソーシアムは先進的なモデル

として業界・業務・人材についての専門性に加えて、試験・資格制度の専門家そ

して試験実施機関を組成した非常に戦略的なチーム編成となっている。

さらに国家試験レベルの試験構築の専門組織である株式会社教育測定研究所、

とも連携して、事業を促進していく予定。
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３ 事業の概要

(ア) 実施項目１

コールセンター人材能力評価システムの構築（コールセンター資格制度の構築）にあた

り、まず国内のコールセンター活用企業へのアンケート、ヒアリングを行いニーズの掘

り起こしを行った上で、国内外の関連する資格制度をレビューした上で、現在の日本の

コールセンター業態に就業する人材のための知識スキル体系を整備することとした。

① 国内企業のへのアンケート調査

アンケートの依頼件数８５件、有効回答数３１件。回収分の内訳（形態・業種の種別・

規模）は以下となっている。（図表３－１～３） 

【図表３－１】コールセンター内訳（１）形態

38%

15%
19%

13%

9% 6%

ａ．インハウス（インバウンド）

ｂ．テレマ会社等のコールセン
ター専門企業（インバウンド）

ｃ．インハウス（アウトバウンド）

ｄ．テレマ会社等のコールセン
ター専門企業（アウトバウンド）

ｅ．発注者

ｆ．その他

【図表３－２】コールセンター内訳（２）業種

32%

9%
3%25%

9%

0%

22% ａ．金融

ｂ．テレマーケティング

ｃ．ＢＰＯ

ｄ．ＩＴ

ｅ．通信

ｆ．通販

g．その他
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【図表３－３】コールセンター規模別内訳

31%

31%

17%

21%

ａ．100人以下

ｂ．101人～500人

ｃ．501人～1000人

ｄ．1001人以上

・ 上記調査結果の分析に当たっては、コールセンターの就業者の人材育成、キャリアパス、

資格制度へのニーズ等の検討を行うため、形態・業種とは別に、「コールセンター業界」

と「コールセンター業態」を区別し、下記の様に改めて定義した。

・ 現在、規模の大小や役割の差はあれ、コールセンターを顧客接点の最前線として設置し

ていない企業はほとんどない。しかし、「コールセンター業界」というと従来はコール

センター業務の受託を業として行う業者（サービスエージェンシー、ベンダー等と呼称

する）を指すことが多い。 
・ ここではコールセンター就業者の人材育成のあり方を広く収集するため、「コールセン

ター業態」を「電話での応対を中心とした顧客接点の業務形態」と定義し、「コールセ

ンター業界」を「コールセンター業態に人材派遣や、業務受託の形で行う業者の集まり」

と定義することにする。

・ 従来は、この定義が曖昧であったために、結果として事業系の会社の中でコールセンタ

ーの業務に従事する人材の声を十分に集めることができなかった。

・ このように「コールセンターの業態」を俯瞰すると、以下の様に業態のステークホルダ

ーの構図が浮かび上がる。（図表３－４） 
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【図表３－４】「コールセンター業態」のステークホルダー

� A：事業系会社：多くはサービスエージェンシーの発注元（クライアント）企業で
ある。自社運営のコールセンター（インハウス）と委託型のコールセンター（ア

ウトソース）を併用することもある。

� B：グループサービス子会社：企業がグループでの顧客接点業務を中心とした子会
社を設立し、グループのコールセンター業務を委託する形態。最近ではグループ

サービス子会社が、グループ外の業務を受託するケースも多い。 
� C：金融系コールセンター：近年金融系サービスのコールセンター利用が急増して
いる。保険の銀行窓販等のチャネルの複雑化、ネットバンキングやネット証券な

どのオンラインサービスと連動した形でのコールセンターの需要増などもあり、

金融系コールセンターは業務の複雑化、規模大型化、マルチサイト化などをリー

ドする存在となっている。一方で、業法上、再委託、複代理ができない金融系業

務では、インハウスとして自社運営を進める企業と、自社拠点（という位置付け

をサービスエージェンシー拠点で行うことを含め）に、人材派遣を受け入れる形

で実質的な外注を広く行うケースなどがある。

� D： サービスエージェンシー：事業系会社（発注元）からコールセンター業務を
受託して、コールセンターを運営するテレマーケティングエージェンシー。日本

ではサービスエージェンシーの寡占化が進み上位 6社で、市場の 70％前後を占め
る。サービスエージェンシーおよび人材派遣会社を含むアウトソーシング市場の

規模は約 6,700億円といわれる。（図表３－５；2008年度）

金融系
支店等による
センター
直営

事業系会社(クライアント企業）＝県外

金融系
支店等による

センター
直営

契約社員
パート
直雇用

サービス
エージェンシー

グループ
サービス
子会社

人材派遣業

サービスエージェンシー

による人材派遣

発注

契約社員
パート
直雇用

余剰
リソース

発注
支店等による
センター
直営

契約社員
パート
直雇用

サービス
エージェンシー
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【図表３－５】アウトソーシング市場の内訳

� E：人材派遣会社：人材派遣の一形態として、コールセンターに主にオペレーター
人材を送り込む形の事業会社。サービスエージェンシーも、ほとんどが人材派遣

業としての登録をしている。また、サービスエージェンシーが、クライアント企

業との契約遵守のために臨時的に人材派遣会社から人材派遣を受けるケースも見

られる。

以上のステークホルダーをバランスよく織り交ぜることをねらいつつ、アンケートの

候補を選び、依頼を行った。

(i) アンケート調査依頼企業
依頼の状況と返信状況からの分析

・ 前述のコールセンターステークホルダー毎の返信状況は以下の通り。（表３－１） 
・ 全カテゴリは網羅できたが、回収件数・回収率は伸び悩んだ（３１件、３６％）。

・ 事業系会社からの反応は鈍い（１３％）のと比較し、金融系（直営）やサービスエージ

ェンシーの返信は概ね良好だった。

【図表３－６】アンケート実施状況

業態種別 発送数（％） 回収数（％） 回収率（％）

Ａ 事業系会社 １５（１７） ２（６） １３

Ｂ グループサービス子会社 ２１（２４） ７（２２） ３３

Ｃ 金融系（直営） ２１（２４） １０（３２） ４７

Ｄ サービスエージェンシー １７（１９） １１（３５） ６４

Ｅ 人材派遣 １（１） １（３） １００

合計 ８５（１００） ３１（１００） ３６

「コールセンター白書 2009」（リックテレコム）を参照し作成。

売上高・億円／業界シェア

,６社合計
70% , 4722.0

,その他
30% , 1978.0

６．テレマーケ
ティングジャパン
4%

５．KDDIエボル
バ
8%

４．NTTソルコ
13%

３．もしもしホット
ライン
15%

２．ベルシステ
ム２４
25%

1．トランスコス
モス
35%
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(ii) アンケート調査結果
資格制度、人材育成に関する意見のまとめ

・ アンケートの内容（調査シート；別添）は、業態におけるステークホルダータイプ、業

種・規模・回答者のポジション等を尋ねた上で、今回の構築対象であるプロフェッショ

ナル資格について、および自由コメントを収集する形で行われた。

・ プロフェッショナル資格については、コンソーシアムの中での検討を反映し、下記の 3
つのプロフェッショナル資格タイプを想定して行った。

【図表３－７】プロフェッショナル３資格

・ この 3資格をアンケート内容に加えた背景は、内外の資格制度を調査する予備的な調査
の過程で、コールセンター人材のプロフェッショナルレベルの人材のニーズが高まって

いることが伺われたことが背景にある。従来のコールセンター長を頂点とするピラミッ

ドが他のヒエラルカルな人材制度では、今般のコールセンター業務の複雑性や現場から

さら上位の人材のニーズを満たすことができないと思われたからである。

・ 但し、このうちの「カスタマーサービス」のプロフェッショナル資格については、現状

としてその専門性が十分に評価されているとはいえず、いわゆる「管理職ではないが顧

客接点のプロフェッショナルとしての位置付けを検討すべきではないかという仮説」に

基づくものとして検証しようと考えたものである。

・ 調査は、以上３つの資格に対するニーズと、資格取得者の人数のイメージを確認する形

をとった。また、自由コメントを通じて、資格制度に対する期待について考察すること

とした。

プロフェッショナル資格名称 説明

１ コールセンター・アーキテクチャ

（構築）

コールセンターの企画設計から立ち上げ、および

再構築の専門資格であり、業務設計と IT テクノ

ロジーのマネジメントを含む。

２ オペレーション・マネジメント

（運営）

コールセンターの運営管理、パフォーマンスマネ

ジメントを担当する専門資格

３ カスタマーサービス

（顧客応対）

コールセンターにおける顧客応対のうち、セール

ス（インバウンド・アウトバウンド）、渉外・ク

レーム対応などの専門的対応のプロフェッショ

ナル資格
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◇プロフェッショナル資格のニーズについて

【図表３－８】資格のニーズ（アンケート／n=3１） 

オペレーション・マネジメントが１位

・ 順位については上表のように、①＜1.3 位＞オペレーション・マネジメント（運営）､
②＜２.０位＞カスタマーサービス（顧客応対）、③＜２.７位＞コールセンター・アー
キテクチャ（構築）の順となった。（表３－３）

・ プロフェッショナルレベルの資格としては、３種のうちでは、事実上その中心となって

いる「オペレーション・マネジメント資格」を求める声が最も多かった。

・ 一方、これらの資格名称を使うのは初めてであるだけに、その名称と内容の理解とが合

致していない部分もあったと思われる。とりわけ、ニーズの度合いでその「オペレーシ

ョン・マネジメント資格」を下回った「カスタマーサービス資格」においては、ここで

使う「カスタマーサービス」という言葉の意味や定義について理解のバラツキがある可

能性がある。

・ 「カスタマーサービス資格」の対象範囲に、オペレーター職のベテラン層の一部を挙げ

るもの、またすべて挙げているものもあるなど、その位置付けが曖昧であるとする指摘

もあった。つまり、オペレーション・マネジメント資格とカスタマーサービス資格が、

必ずしも共通定義のもとでニーズ評価されていない可能性があることが示唆され、その

見直しは課題となる。

・ 一方で、ニーズ度合いで３位となった「コールセンターアーキテクト資格」については、

現状の人数は少ないとしているものの、今後育成したい人数については、それを上回る

育成を目指しているとしている企業が多かった。

・ 以上のように、優先すべき資格としてアンケートの中では、「オペレーション・マネジ

メント資格」としているものの、その他の２資格については、さらにヒアリングも含め

て参照することとした。

◇プロフェッショナル資格制度への期待（自由コメント）

国内初の知識スキル体系に大きな期待

・ 回答の基調として、何よりも業界のステータスや地位の向上と業界人の将来キャリアの

展望が図れるものにしたいとの大きな期待が感じられた。

・ 具体的に見ると、まずコールセンター共通のスキル・知識スキル体系自体の確立への期

オペレーション・マネジメント（運営） ① 1.3 位

カスタマーサービス（顧客応対） ② 2.0 位

コールセンター・アーキテクチャ（構築） ③ 2.7 位



- -17

待があげられる。現状ではセンターの肩書きと役割と職務範囲が、企業毎に異なり採用

する側、される側のリスクが大きい。知識スキル体系に基づく資格制度が構築されるこ

とにより、人材キャリアパスが構築されることへの期待は大きい。 
・ 会社毎に運用状況が異なるプロフェッショナル資格よりも、各センター共通のオペレー

ション資格を望む声もあった。現状としては、構成比の一番多いオペレーターの標準的

な共通的な知識スキル体系すらも、整備されていないことが背景にある。

・ また、これまではマネジメントレベルの資格を取得するためには、海外の資格が主流で

あり、比較的高価な研修と試験しかサポートされていなかった。そういう意味で今回の

資格には、それとの比較でとりわけ経済性を望む声が見られる。

早期の業界のデファクト・スタンダード化を望む 
・ ＩＴ業界の企業からは、現在活用しているＩＴＳＳ（IT skill standard）と連動するこ
とで、コールセンター人材の専門性に配慮しつつ、他部門の人事考課システムとの互換

性、延いては全社の制度との整合性を求める声もあった。

・ 資格制度全般としては、実践性を重視し、専門的な知識と経験・スキルの実力バランス

のとれた実質担保型の資格を求める声が大きい。 
・ 資格制度そのものについては、業界を広く巻き込み、早期に業界の標準となり、継続し

て運用していくことを求める声が複数見られた。

◇ コールセンター人材の専門職レベルの教育研修に求めるもの（自由コメント）

全体のキャリア構成と専門性・実践性を担保できるものを

・ まず、資格に伴う教育が実施されることで、従来、専門が分化・分担され見えにくかっ

た業務が、「可視化」されるという期待や、実施しににくかった専門的業務の教育が実

施きるという期待がある。

・ 内容面では、他の一般レベルの教育と異なり、専門性や実践性に配慮した教育、大きな

括りではない細部・詳細に踏み込んだ教育、eラーニングでの学習や事例を使うワーク
ショップでの実践性を担保できるものなど、内容だけでなく方法論まで配慮した教育な

どの希望が出されている。

・ さらに運用面においては、現場のオペレーターやスーパーバイザーからのキャリアアッ

プができる全体のキャリア要件の構成にも配慮したものであること、専門分野だけに

日々変化する技術動向やトレンドに対応した継続的なものであることなどの希望も出

されている。

◇ 教育・研修機関に望むもの（自由コメント）

高品質の教育を提供できる仕組みを望む 
・ 特に実践性を重んじつつ、高品質かつきめ細かい教育研修を求める声が大きい。
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・ その特徴や品質を比較し担保するための外部認証を求めるなど教育・研修機関に求める

要望のレベルも概ね高い。 
・ また今後資格制度対応のテキストやツールなどのマテリアル、資格に対応する教育環境

の充実も求められている。

・ こうした高い品質の教育の普及のためにも、資格制度の早期の普及を求めるという声が

ここでも多く見られた。

② 国内企業へのヒアリング調査

上記のアンケート結果に基づき、５つの業態カテゴリの定義により、できるだけバ

ラツキを持たせて国内の企業（事業系会社および外注ベンダー企業など）を候補と

して、電話および訪問による調査、インタビューを実施した。実施企業は、下記の

５業態・１０社となった。

【図表３－９】ヒアリング企業内訳

業態種別 社数

Ａ 事業系会社 1

Ｂ グループサービス子会社 1

Ｃ 金融系（直営） 2

Ｄ サービスエージェンシー 5

Ｅ 人材派遣 1

合計 10

・ ヒアリングでは、コールセンター業態の各ステークホルダータイプから広く意見を伺う

ことができた。アンケートで特にあった不明点や深掘りしたい点の他、資格・教育制度

の現状・課題・展望を中心に、今回の資格制度への期待について、またアンケート以上

に、ＣＭＢＯＫ委員会での検討結果に基づく、資格制度案に対する反応を深く詳細にき

くことができた。

３資格間のニーズの違い

【図表３－１０】資格のニーズ（ヒアリング／n=10）

オペレーション・マネジメント（運営） ① 1.5 位

コールセンター・アーキテクチャ（構築） ② 1.7 位

カスタマーサービス（顧客応対） ③ 2.6 位
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・ ３つの資格を対象としたニーズ分析では、表のようにアンケートでの調査と同様、①オ

ペレーション・マネジメント（運営）が一位となり最もニーズが大きかった。一方、ア

ンケートでは２位だった②カスタマーサービス（顧客応対）が３位の③（顧客応対）と

入れ替わり、それぞれ３位、２位となった。（表３－５）

・ ヒアリング対象者は、アンケート協力者から選んでいるため、アンケート時では漠然と

イメージしていた「コールセンター・アーキテクチャ（構築）」のイメージがさらに明

確になり、具体的なイメージを結んでいることが伺われた（３位→１位に肉薄）。

・ 個別に見ると、最初のアンケートで見られた「カスタマーサービス」のプロフェッショ

ナル資格のニーズについての評価に曖昧さが残った点については、ヒアリングでもこれ

を裏付けた形になった。（２位→最下位）

・ 意見として複数あったのは、「カスタマーサービスのプロフェッショナル資格」の定義

が決まらないのは、「応対のプロフェッショナル」のプロ資格として位置付けは確かに

必要という認識は一致しているが、業務内容やクライアント企業の業種によって大きく

その「位置付け」が異なるためイメージを統一することや相互比較することが難しいと

する点だ。 

企業戦略が一貫して求められるカスタマーサービス分野

・ 直採用が多い金融系やインハウスやインソースが主流の事業系会社は、比較的明確な

「カスタマーサービス」のイメージを持つことができている例である。一貫した戦略の

もとでセンター運営ができるため、自社としてのあるべき「カスタマーサービス」のイ

メージや位置付けを明確にして取り組める形態だからである。そうすると、資格のレベ

ルを独自に確定できたり、オペレーション資格との複合での活用方法を考えたりなど、

比較的柔軟にイメージして操作することができる。

・ 例えば金融系某社では「構築資格」より「カスタマーサービス資格」が優先されると回

答しているが、その理由として後者の方が活用範囲が広いことと、SV（すべて社員）
からマネジメント層にステップアップする評価ポイントが「コミュニケーション能力」

が主力であり、それゆえに「カスタマーサービス分野でのプロフェッショナル資格」に

期待するからという。そうした評価ができるのは、「カスタマーサービス」の自社にお

けるイメージや位置づけを明確に持っているからである。

・ これが、グループ系子会社やサービスエージェンシーだと、そのカテゴリの分野がそも

そもすべて外部委託だったりする。発注者自体がよっぽど VOC（顧客の声）を重視し
て、受注者をも巻き込んでトータルな戦略を徹底展開するなど、一定以上の条件がない

限り、そもそも「カスタマーサービス分野でのプロフェッショナル」という存在自体を

考えることができないということになる。

・ 例外としては、同プロフェッショナルを「QA、トレーナー、VOC分析」などの専門職
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などに限定して評価・待遇する場合であり、その場合には何を「カスタマーサービス分

野でのプロフェッショナル」とするか、つまりプロフェッショナル資格をどう位置づけ、

活用するかという個別企業の定義が完全に異なるものになる。この場合、当然ながらそ

の資格はその企業での定義内でのものになり、業界内での互換性は著しく狭いか、不可

能なものになる。

・ 今回「カスタマーサービス分野でのプロフェッショナル資格」を設けたのは、近年のコ

ールセンターにおける消費者保護視点の重要性などに十分配慮したものでもある。カス

タマーサービス分野での「プロフェッショナル」として求められているものは、こうし

た全社的、全産業的な範囲に及ぶ時代の趨勢や流れが背景としてあり、その役割は企業

戦略の中でもこれまで以上に重く位置付けられていくはずである。

・ 同資格は次年度以降の開発になるが、「カスタマーサービス」をこうした時代的な展望

のもとで位置づけ、業界標準にふさわしい資格構成に配慮をしていく必要がある。

業態と役割が決めるプロフェッショナルイメージ

・ つまり同プロフェッショナルを、運営と構築に同じ高さで並ぶ「三つの高峰」の一角と

しての「顧客対応のプロ」と捉え、オペレーターから SVを経てその上に続く「高峰を
直登するルート」として捉えるならば、それをプロフェッショナルとして位置付け、そ

の絶対レベルを連続した軸で評価・待遇できるのは一部の業態に限られることになる。

・ このような特徴を備えた「同プロフェッショナル資格」を構築する場合には、まず「そ

の定義」を明確にしておくこと、また各業態における活用形態に応じた、「その位置づ

け」も明確にしておく必要がある。プロフェッショナル資格が、企業や業態をまたがる

横の比較を可能とするものであるならば、「カスタマーサービス分野でのプロフェッシ

ョナル資格」においては、それぞれの共通項や最大公約数をベースに置くか、あるいは

資格のレベルとスコープを限定するなど、その「定義と位置づけ」に十分に配慮する必

要がある。 

複数の資格が連携・連動する傾向

・ 一方、「アーキテクチャ・プロフェッショナル資格（構築）」については、その必要性に

ついて「オペレーションマネジメント・プロフェッショナル資格（運営）」との連携に

おいて重視する声が目立った。

・ 現場の主要ポジションを占める SVの上位に位置する「オペレーションマネジメント・
プロフェッショナル資格（運営）」は、現行の資格としては最もイメージし易く需要も

多いのは頷ける。これに加え、近い将来は「業務設計」の分野が必要とされるという認

識があり、「運営」と「構築」双方の分野を織り込んだプロフェッショナル像を描いて

いる企業が複数あった。

・ 無論これまで通り、「センターの企画設計、立ち上げ、再構築」や「業務設計と ITテク
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ノロジー」という特徴を持つ縦割り型での職能イメージしている企業も多い。その一方

で、これからは「設計もでき運営も」といった新しい職能要件や役割モデルが求められ

ると予測している企業も多かった。このようにプロ資格においては専門特化しつつ、新

旧の専門分野が複合し新しいモデルが不断に求められていく傾向があるように思える。

国内では活用されている代替的かつ代表的な資格はない

・ 国内にある既存の資格制度を活用している企業はほとんどない。ＣＯＰＣの RC 資格、
ＨＤＩの各種資格、ICMIのＣＩＡCなど米国等海外の資格制度を参照したり、導入し
たりするケースはあるが、制度的にフルに代替して活用されている訳ではない。

・ 参照や導入にしても、個人で取得していたり、一部の基準を参照して内製していたりす

るもので、体系的に運用されているものは皆無である。ニーズは大いにあるが、完全に

適用するべくスタンダードにできるものがなく、探しあぐねているといった状況がある。

・ そうした背景において、具体的に必要なものはまず国内版の知識スキル体系であり、そ

れに基づいた資格制度であり、それに準拠した教育である。それらを求める潜在的な声

が、程度の差こそあれ、ほとんどの企業から聞こえた。

ミスマッチングなど採用・教育に多い課題

・ 採用や教育については、各社共に明確な決め手を欠いており、いまだに試行錯誤を続け

ているというのが現状である。具体的には、採用時の適性・経験のマッチングや教育時

における、本人の達成度合い、実力度合いのレベリングなどに困難さがある。延いては

そのミスマッチングによって、同じ業務に継続的な就業ができなくなったり、職業やキ

ャリアに魅力を持たせられず、結果的に離職などが起きている。

・ 今回ヒアリングした金融系某社など、最近の非常に優れた一部のセンターでは、採用セ

レクションから教育、デビューに至るまでこれまでの経験を活かし、優れた手法を採用

することで、業界内でも高いパフォーマンスを示しているところも確かにある。背景に

は長年培った企業理念や企業風土があり、それが人材への有効な投資を実現しているな

どの幾つかの有力な理由がある。しかし、これは全ての企業やセンターが簡単に模倣す

ることはできない。

・ その他の殆どのセンターではオペレーターの高い離職率だけでなく、中途の経験者採用

においても、プレマネジメント層やマネジメント層でのミスマッチングを生み出してい

る。ミスマッチングが起きる背景には、本人が経験してきたことの自己申告はあるが、

それが必ずしも自社で活用でき通用する経験スキルなのかが予見できないことがある。

・ こうした背景から、今回の資格制度には、これらの長年の課題を一気に解決はできない

までも、少なくとも体系的な道筋をつけてくれる橋頭堡となってくれるのではないかと

いう少なくない期待が感じられることは確かである。
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③ 国内外の資格制度

(i) 沖縄県コールセンター資格制度
日本第一位のコールセンター集積地であり、５０以上のコールセンター企業、１万

２千名以上の就業人口を擁する沖縄県の財団法人雇用開発推進機構

（http://www.empact.or.jp/）では、県内のコールセンター企業 19社で組織する「コ
ールセンター産業協議会」の提案に基づき、平成 19年 10月より「コールセンター資
格制度整備事業」を推進して、沖縄県のコールセンターに従事する、または就労を目

指す優れた人材を認定する「資格制度」を構築する資格認定事業を開始した。平成 20
年度までに、コールセンターの現場の中心的な人材である、エントリー、オペレータ

ー、スーパーバイザー、基本３資格を構築し、平成 21年度から試験を実施している。
資格試験の構築にあたっては、県内外のコールセンター人材の「専門性」を様々な

視点で実態調査を行うとともに、国内外の資格制度を分析し、その上でコールセンタ

ーに勤務する際に必要な知識とスキルを体系化している（OCQBOK）。業界の有識者
や現場の教育担当者などによる試験問題の作成と 2度にわたる予備テストを行い、科
学的な分析の下、合格基準を定めて試験問題を作成するなど、コールセンター業界初

めての客観的な能力評価を行なえる認定基準となっている。（今回のコンソーシアム

メンバーである株式会社プロシード、ならびに株式会社ラーニングアーキテクチャ研

究所が参加）

一方、これらの資格制度は、すでに日本のコールセンター業界で行われている研修

や、既に存在している人材認定制度や検定制度との円滑な連動に配慮する必要がある

と思われる。目下、プロフェッショナル資格（３資格）の開発を予定している当資格

プロジェクトの知識スキル体系（CMBOK）との連動もその一つである。その両者の
「幸福な統合」を実現し、業界全体に普及・貢献できる名実共にデファクト・スタン

ダードの資格となることが課題となっている。

【図表３－１１】資格制度の構成
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資格モデル 認定内容の概要

プロフェッショナル資格１

コールセンター

アーキテクチャ

コールセンターのアーキテクチャ（業務設計とテクノロジーの導入）を担うプ

ロフェッショナルレベルの人材を認定する。

プロフェッショナル資格２

オペレーション

マネジメント

コールセンター長やコールセンターの業務プログラムのマネージャーなど、

センター運営とパフォーマンス管理に特化したプロフェッショナルレベルの

人材を認定する。

プロフェッショナル資格３

カスタマーサービス

マネジメントよりも、コールセンターの中核である顧客応対の専門性に特化

した人材を認定する。

スーパーバイザー 上位プロフェッショナル資格への登竜門として、コールセンターにおける広

範な分野の実行者としてのスーパーバイザー人材を認定する。

オペレーター コールセンターにおける中核業務である顧客応対業務を行うオペレーター

人材を認定する。

エントリー 未就業者または新人で、一定レベルの「基礎能力」を身につけた人材を認

定する。

【図表３－１２】６つの資格種別

④ 国内の民間コールセンター資格

・ 国内のコールセンターの資格については、十分に市場に認知され、活用され続けてい

るものは非常に少ない。10 年以上前に河合塾と人材派遣会社のパソナが提携し事業化
した資格試験制度もあったが現在は提携を解消し、資格制度も消滅している。

・ 結論を言えば、国内資格としての成功事例はなく、ことごとく失敗している。失敗原

因を挙げれば、以下の様に、幾つかの点が指摘できる。

� BOK（知識スキル体系）が作られておらず、それに基づいて作られていない
� キャリアパス志向でない

� 設計上コールセンター長を頂点としたヒエラルキー構造を想定しており、実態か

ら乖離している

� 現実のセンターは､大規模化・高度化すればするほど、プロフェッショナル集団で

運営されているという実態に沿っていない

� 結果として、ユーザーの支持を得られなかった

(i) 企業情報化協会（ＪＨＤＣ資格）
・ 企業情報化協会が提供するＪＨＤＣ資格は、ＪＩＩＴ（ＩＴ協会）公認のディレクタ

ーと認定トレーナーを養成し、そのトレーナーが行う養成コースを受講することによ

り、入門者（エントリー）レベルからセンター長レベルまでの 6 レベルの階層別教育
を受けることにより資格の認定を受けることができる。現時点では、各階層の資格認
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定よりも、トレーナーの養成に注力されている。

・ しかしながら 2004年から受講者が低迷しており、プロフェッショナルレベルに相当す
るレベル５・６の認定者、ＪＨＤＣトレーナーは併せて約 100 名という規模に留まっ
ており、事業としては成功しているとは言い難い。 
・ 資格制度の範囲としては、ヘルプデスク業務に特化しており、コールセンター業態全

般をカバーしていない。知識スキル体系を独自では構築していないが、ＩＴＳＳに準

拠しているとしている。

・ またヘルプデスクの人材体系をピラミッド型で想定している。

・ 現在、コストや期間など受講者負担の少ないものにするように、2011 年に向け内容を
改訂中で、今般の当コンソーシアムの資格制度の一部に、整合性を持った教育内容を

提供出来るようにするとしている。

・ http://www.jiit.or.jp/jhdc/service/dire_tra.html

(ii) 日本テレマーケティング協会
・ 日本テレマーケティング協会は、業態を代表する団体がない中にあって、主にサービ

スエージェンシーおよびコールセンターのＩＴベンダーが主たる会員とする団体であ

る。 
・ 2003年より「ＪＴＡテレコミュニケーター検定」を行ってきた。資格試験よりは認定
講座の受講とテストをベースとする認定であった。しかし、受講者の低迷を受けて 2008
年 10月をもって新規検定試験および更新制度を終了し、既合格者全員を更新とし、有
効期限を廃止するとした。

・ 今回、資格制度構築にあたり日本テレマーケティング協会会長、事務局を数回訪問し

会談をもったが、

� 大手サービスエージェンシーを主たる母体とする JTAとしては、大手サービスエ
ージェンシーの資格制度取り組みの足並みがそろわない（オペレーターや現場レ

ベルの資格制度に対しては特に、各社の差別化分野であり共通した取り組みにな

りにくいことを認めている。

� また、一方で、サービスエージェンシーでは、マネジメントレベルの必要性は高

く、その分野の資格制度ができ、その知識スキルを担保できることは比較的容認

しやすいとしている。

� しかし、資格制度への取り組みを全く考えないわけではないので、来年度以降、

協会の委員会の一つとして検討していくという。

・ http://www.jtasite.or.jp/jta-telecomu_close.pdf 
 

(iii) COPC-2000©登録コーディネーター

・ 国内で唯一、市場からの支持を受けている資格だと言える。パフォーマンスの優れた
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コールセンターを組織認証する世界的な規格である COPC-2000©規格の組織認証を

目指す企業や組織のマネージャ向けに教える講座と個人認証の資格試験がセットにな

ったものである。

・ 日本国内に、コールセンターの科学的なマネジメントについて教える講座および資格

制度がないために、組織認証のための個人資格でありながら、その代替的な講座とし

て支持され、10年間で約 4000名の講座受講者と合格者を輩出し、現場で活用されて

きている。

・ 資格取得者はコールセンターのマネージャーもしくはマネージャー補のレベルとして

特に外資系のコールセンターを中心に、特にその実践性を理由として高い支持を受け

ている。

・ 日本では、株式会社プロシードが日本で唯一の COPC-2000©規格の審査・教育機関と

して、講座・試験を実施している。5日間の受講料が 25万円と高額であることと、受
講者数・資格者数の継続的な伸張を考慮すると、国内でも唯一の成功事例といえる。

・ しかし、当資格そのものはコールセンターの運営・指標管理に重点がおかれていると

いう特徴があり、すべてをカバーしているわけではない。そのため、このエリア以外

のコールセンターの知識スキル体系をさらに十分に網羅し、かつ多くの就業者が自分

の意思でキャリア構築できる資格制度が出来れば、この実績ある資格と補完し合うこ

とで、取得活用に向かうニーズやベネフィットは大きいと思われる。

⑤ 海外の代表的な資格制度

ここでは、国内から国外にいったん目を転じ、これまで開発・運用されてきた海外４カ

国における代表的な資格制度を素描してみたい。

(i)英国(e-skills）
英国コンタクト･センター職業・技能フレームワークを開発している。

英国は、世界でも有数のコンタクト・センター拠点の 1つで、2005年には約 5,700

箇所、顧客対応担当者数は約 60万人、雇用人数の総計は約 80万人となっている（出

典：コンタクト･センター協会、2005年）。2007年末までには、総雇用人数は 100

万人以上になると予測。英国では、コンタクト・センター産業が誇る技能を継続的に

開発していけるよう、「e-skills」という、コンタクト・センターの人員採用と訓練を

支援する英国の「セクター技術協議会」を設立、コンタクト・センターがその人員の

技能を活用、開発することを目的に「e-skills」＝英国コンタクト･センター職業・技

能フレームワーク（UK Contact Centre Career and Skills Framework）を開発してい

る。

www.e-skills.com/
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(ii) シンガポール

国の独自政策により、大学レベルのカリキュラムを網羅している。

2000年９月、新たな人材開発の基本指針「マンパワー21計画」の一環としてシンガポ
ール技能認定資格制度「National Skill Recognition System（NSRS）」を策定。ＮＳ
ＲＳはコールセンタービジネスに必要な能力を体系的に定義、「就業者がそのスキル

を獲得するまでのプロセス」を認定制度化している。具体的には、コールセンター就

業者の必須スキルを４段階に分類、CertⅠがコールセンターへ就職を希望している者
向け、同Ⅱがコールセンターオペレータ－向け、同ⅢがチームリーダーやＳＶ向け、

同Ⅳがマネジャー向け。 
ＮＳＲＳは、テマセク・ポリテクニク（Temasek Polytechnic）などで教えられてい
る。ＮＳＲＳの特徴は、教育プログラムが実務などのプロジェクトを基にしている点。

また、実践的なスキルを習得できるよう、受講者が実践しながら学ぶ手法「アクショ

ン・ラーニング」を導入。カリキュラムは、①グループによるワークショップ ②ロ

ールプレイ ③ケーススタディ ④セルフ・アウェアネス（自己啓発） ⑤分析 ⑥

プロジェクト実施－などのほか、受講者のスキルがコールセンターで実際に活用され

ているか、職場で個別評価できる仕組みもある。なおマスターコース（Diploma）レ
ベルは2002年末までに、一般的な大学レベルでも習得できるよう、その約30％のカリ
キュラムを経営学の教育カリキュラムにする。

ＮＳＲＳの各資格は、複数のカリキュラム単位で構成されている。例えば、認定レベ

ルⅡは、五つの必須単位と四つの選択単位で構成されており、各単位はコールセンタ

ーオペレータとして３年未満の経験者ならば理解できる内容になっている。これに加

えて10単位を習得すると、チームリーダーやＳＶを対象としたレベルⅣを取ることが
できる。さらに13の必修単位と二つの選択単位を修了するとマスター認定となる。

【図表３－１３】シンガポール技能認定資格制度（ＮＳＲＳ） フレームワーク
資格 Qualification 対象レベル Level 

1 テレコミュニケーションにおける認定レベルⅡ
Certificate in Telecommunications (Call Centre) 

コールセンター･オペレータ

Agent 
2 テレコミュニケーションにおける認定レベルⅣ

Certificate in Telecommunications (Call Centre) 
チーム･リーダ及びエグゼクティブ

Team Leader/Executive 
3 カスタマー・コンタクト・マネジメントおけるマスターコース

Diploma in Customer Contact Management 
チーム･マネジャー

Team Manager 
出所：シンガポール・コールセンター評議会（CCCS）

(iii) オーストラリア
国家資格としてリリースしている。

豪州テレサービス協会（Australian Teleservice Association、ATA、シドニー）は2001
年、コールセンター産業をすべて網羅する業界基準の導入を目標に掲げた。同年５月、
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コールセンター就業者向けの新たな職業訓練コースを策定するよう、国の主要な教育

機関とその関係者に提案依頼書（Request For Proposal、RFP）を提出した。目的は
豪州の全コールセンターのサービスクオリティを改善するためとしている。

全豪訓練機関（Australian National Training Authority、ANTA）は、1994年に法
令に基づいて設立された。目的は、豪州就業者に高い業務スキルを施し、経済と産業

が国際競争力を維持、向上できるようにすることである。また、政府と産業界が官民

連携で最新の技術革新、発展、変化をいち早く取り込む仕組みとして、産業訓練顧問

団（Industry Training Advisory Bodies、ITAB）がある。ＩＴＡＢは 23団体あり、
能力基準（Competency Standard、CS）を踏まえた教育カリキュラム「全国職業訓
練パッケージ（ＮＴＰ）」を策定している。

ＩＴＡＢのなかで、ＩＴ分野と電機通信分野をカバーしているのが、「The 
Information Technology & Telecommunications Industry Training Advisory  Body
（IT&Titab、ビクトリア）」。IT&Titabは、1997年、「ICT97 コールセンター業務の
ためのテレコミュニケーションズ・トレーニングパッケージ（Telecommunications 
Training Package For Call Centre Streams）」を作成。ICT97は、コールセンター就
業者向けの教育プログラムで、コールセンターオペレータからＳＶまでをカバーして

おり、難易度はＡＱＦのⅡ、Ⅲ、Ⅳレベルにあたる。ITC97はコールセンター就業者
の初心者向け教育テキストとして活用されている。ITC97によるＡＱＦを認定取得す
るには、平均12カ月－24カ月かかる。

(iv) 米国(CIAC認定資格）
米国の非営利業界団体であるコールセンター産業諮問評議会（CIAC）が認定するコ
ールセンターの民間資格（2002年～）。米国最大のコールセンター教育プロバイダで
ある ICMI（The International Customer Management Institute）を母体に活用されている。
シニアマネージャ以上が対象で、オペレータや SVには対応していない。実践性があ
り企業戦略までカバーしているのが特徴。

⑥ CMBOK知識スキル体系の構築

・ 上記のような、調査活動と平行して、CMBOK委員会を組織し、資格制度の根本をなす

知識スキル体系の検討を行い、制度構築に向けて検討を加えていった。 

(i) CMBOK委員会の紹介

・ コールセンター業態では、参考となる知識スキル体系が存在しておらず、学術的な研

究も少ない。一方では現場で実践性の高い、実質担保型の資格制度を求める声が大き

いことをうけて、CMBOK委員会はコールセンター業態におけるマネジメントの実践者
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を中心に組織することとした。なお、今回の事業では委員長は置かず、事務局が進行

を努めることとした。

・ CMBOK委員会の構成（敬称略）

� 株式会社イースマイル

代表取締役 CEO 斉藤勝

� 社団法人企業情報化協会

ビジネスソリューション推進センター

アシスタントマネージャ 神村 朋弘

� 株式会社 JBM コンサルタント

代表取締役社長 玉本 美砂子

� 社団法人消費者関連専門家会議

常務理事 事務局長 石川 純子

� ソフトバンク BB 株式会社

企画管理統括部 リソースマネジメント部

トレーニングマネジメント課 二階堂 識

� 株式会社東京海上日動コミュニケーションズ

執行役員 田口 浩

� 日興コーディアル証券株式会社

お客様サービスセンター 部長 名倉真弓

� 日本 ATM ヒューマンソリューション株式会社

教育事業部 担当部長 武あゆみ

� 日立電子サービス株式会社

首都圏事業本部 ソリューションサポート統括センタ

上席チーフエキスパート 及川 定男

� 富士通コミュニケーションサービス株式会社

サポートサイエンス推進室 担当部長 津江 好美

� 株式会社プロシード

シニアコンサルタント 澤田 哲理

� 株式会社ＷＯＷＯＷコミュニケーションズ

College & コンサルティング Div. College Unit 渡邊 博

(ii) CMBOKの構成

⑦ CMBOKの構成を作成する過程

(i) ねらい
・ 資格制度の構築のステップは、調査→知識とスキルの体系化→試験を含む資格制
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度の開発というステップとなる。

【図表３－１４】資格制度の構築ステップ

・ 調査においては、以下が重要な要素になると考えた。

� 普遍性：資格制度が広くコールセンターに受け入れられるものであること

� 専門性：コールセンター業態における専門性を広くカバーすること

� 実践性：コールセンターのキャリアパスを意識して、オペレーターやスーパーバ

イザー等の現場からプロフェッショナルに至る連続性が確保され、目標設定がで

きること

� 客観性：以上を踏まえて、客観的な評価ができること

・ 内外の資格制度における知識/スキル体系を参照し、かつ昨今のコールセンターが持つ
課題を考えた。

・ コールセンターは企業経営と企業戦略に密接に結びついた顧客戦略に基づいて運営さ

れるものであり、「経営と戦略」が知識スキル体系の中心に据えられるべきであるとい

う議論がなされた。

・ また、コールセンター人材のトレーニングを担当する知識スキル体系が、定義される

べきとの議論があった。
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・ これらを元に、必要な知識スキル体系の分野を構築していった。

(ii) 構成の概要

【図表３－１５】CMBOKの構成図

カスタマーサービス

構築運営

ベース

カスタマー
サービス

CRM

プロフェッショナル
スキル

資質と行動

ITマネジメント

センター
アーキテクト

オペレーション
マネジメント

ヒューマン
リソース
マネジメント

コール
センター
戦略

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

CMBOK 構成図

トレーニング

・ 調査を踏まえ、コールセンターに特長的な業務と役割を重視しつつ、プロフェッショ

ナルレベルまでを見据えた上で、専門家集団であるコールセンターにおけるキャリア

の多様性に重点をおいた専門性の分野（カスタマーサービス、運営、呼構築）を整理

した。さらに、それら専門性を支えるベースとなるプロフェッショナルスキルとマネ

ジメントに求められる資質と行動を整理した。これらの専門分野を訓練するトレーニ

ングする専門分野を置いた。

・ 専門性の分野は、コールセンター戦略、カスタマーサービス、コールセンター運営、

コールセンター構築、そしてそれらのトレーニングとなった。

・ 知識スキル体系の作成

� 知識スキル体系については、各レベルの重要度を調査し、知識スキル体系の素案

を作成した。

� 素案には、内外のモデルを参考にしつつも、専門性の分野の中核であるコールセ

ンター戦略の知識およびコンピテンシーを置いた。コールセンター戦略を中心に

据えつつ、各コンピテンシーの実践性との整合性を確認する作業を行った。

� 専門性の 3 分野であるコールセンター戦略、カスタマーサービス、コールセンタ



- -31

CMBOK中分類一覧
大分類 中分類 大分類 中分類

経営戦略と財務 ST プロフェッショナルスキル PS
コールセンター戦略 コールセンター専門スキル

ST-1 経営戦略との整合 P-1 コミュニケーション基礎スキル

ST-2 計画の策定 P-2 ヒューマンリレーション

ST-3 予算とROI P-3 チームワークと交渉力

ST-4 リスクとその管理 P-4. アウトプット

カスタマーサービス P-5 問題解決能力と論理的思考

顧客サービス対応 オフィスシステムの基礎

C-1 顧客対応 PC-1 コールセンターPCスキル基本

C-2 サービスの提供 PC-2 文章入力

C-3 消費者保護と関連法規 PC-3 WEBと検索

CRM PC-4 表計算

S-1 CRM戦略/顧客接点戦略 PC-5 データベース基礎

S-2 インバウンドセールス 個人的な資質と行動 PA

S-3 アウトバウンドセールス プロフェッショナルとしての資質と行動

S-4 顧客獲得とコンプライアンス PA-1 誠実さ、一貫性

オペレーションマネジメント PA-2 主体性・リーダーシップ

O-1 予測と人員配置 PA-3 モチベーションの維持

O-2 KPI指標管理 PA-4 信頼性

O-3 モニタリング PA-5 自信

O-4 業務計画 PA-6 肯定的・積極的考え方

O-5 コールセンターコンプライアンス PA-7 忍耐と豊漁力

O-6 プロセス監査 PA-8 学習への意欲

O-7 ビジネス継続性の確保 PA-9 共感力

O-8 職場環境の維持 PA-10 創造性

ヒューマンリソースマネジメント PA-11 自制（セルフコントロール）

H-1 採用 PA-12 協力的・援助的指向

H-2 スキルの管理と検証

H-3 コーチング

H-4 スタッフの評価 トレーナーコンピテンシー

H-5 スタッフからのフィードバック 別途検討

H-6 労務管理関連法規

センターアーキテクト AC
A-1 業務要件定義の作成

A-2 調達プロセス

A-3 業務仕様書の設計と運用

A-4 業務プロセスの監査

A-5 プロジェクトマネジメント

A-6 情報システムの調達

IT情報技術 IT
情報通信技術とコールセンターシステム

I-1 コールセンターシステムの利用

I-2 情報通信技術の基礎

構築

コールセンター
戦略

ベース

カスタマーサービス

運営

ー運営を構成するコンピテンシー分野を定め、さらにベースとなる分野もマネジ

メントに求められるプロフェッショナルスキルとより根本的な資質と行動とに分

けた。さらにそれらを訓練するトレーナーのコンピテンシーを置いた。 

【図表３－１６】設定したコンピテンシー群

� さらに専門性の獲得分野を段階的にキャリアに合わせて設定するため４つのレベ

ルを採用した。

【図表３－１７】専門性の４つのレベル
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レベル 専門性の実践の度合い

レベル１ コンピテンシーを理解し、実践の準備をする。

レベル２ コンピテンシーを実践し、成果を上げる

レベル３
より複雑なレベルを他のコンピテンシーと組み合わせて実
践し、改善活動も行う

レベル４ コンピテンシーの実践を指導し、自らも実践する。

(iii) CMBOK委員会における妥当性の評価

・ これらの検討の結果に基づき、アンケートによる重要分野ごとの評価と CMBOK
委員会における重要度の評価を付き合わせ、ほぼ重要分野の認識には齟齬がない

ことを確認して、試験制度および試験主題分野につなげることができた。

(iv) 今後のロードマップ
・ 現状では、知識スキル体系の概要を定め、関連するコンピテンシーを検討、追加

している段階であり、今後も追補が必要と思われる。

・ 今後は、資格認定団体の設立を試験・研修の開始に先立ち、5月にはリリース 1.0
とし、資格認定団体を通じて PDF販売ができるようにしたい。

・ 検討すべき課題

� ITSSなどの日本における既存の体系との整合性を高め、企業におけるキャリアパ
スへの組み込みが可能となるように配慮する。

� 今後カスタマーサービスのプロフェッショナルの構築にむけて、カスタマーサー

ビス分野のコンピテンシーの十分な検討が必要である。この分野には、消費者保

護などの視点の強化が必要となるとの意見が CMBOK委員会から出ている。消費
者庁の発足や、企業における消費者対策を顧客接点の立場から再構築することが

必要である。さらにカスタマーサービスの分野には、消費生活アドバイザー（財

団法人日本産業協会）や、消費生活コンサルタント（財団法人日本消費者協会が

認定）などの既存の企業における消費者対策のプロフェッショナルの資格がある

ほか、販売士（商工会議所）などのセールス分野、話し方やソフトスキルに関す

る様々な民間の資格制度との比較・分析を行うと共に、コールセンターの知識ス

キル体系に基づく、キャリア構築の視点からの再構築が必要となると見られる。

� さらに、資格認定団体の発足に伴う、資格試験の実施や、認定教育機関からのフ

ィードバックを元に、ブラッシュアップが進むことだろう。
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(イ) 実施項目２ 資格認定団体

今回の事業の実施項目の２番目は、コールセンター人材の資格制度を構築するにあたり、

その実施母体となる資格認定団体の組成であった。前項で述べたように、コールセンタ

ー業態に広く受け入れられた、かつ人材キャリアパスを俯瞰的に網羅した資格制度がな

いため、資格認定団体そのものを構築し、資格制度が早期に業界の標準として広く受け

入れられるような事業計画を立案・実行できる体制を整える必要があるためである。

① 認定団体構築への歩み概要

認定団体構築にむけて、コンソーシアムでは資格認定団体設立の趣意書を作成し、コー

ルセンター人材の育成およびその活用を実践する企業を個別訪問した。その結果、趣旨

に賛同する企業を集めて、準備委員会を発足して議論を深めた。準備委員会企業は、当

初設立コンソーシアム企業３社を含む１３社(その後１４社)で発足した。１２月には資
格認定団体の設立を広くコールセンター業態・業界の企業に告知し、説明会を開催し、

７０社１００名近い出席を得た。準備委員会は合計４回開催され、手続き上の調整を経

て３月１５日に資格認定団体の一般社団法人としての発足会議を開催、今年度中の資格

認定団体の設立が確実となった。準備委員会のほぼ全社が参加予定であり、その他の賛

同企業数社を加えての発足となる見込みである。来期は、知識スキル体系のメンテナン

ス、コールセンター資格認定試験の運営・実施・資格認定、コールセンター資格認定試

験の試験企画・試験問題、

教育機関・教材の認定とそのライセンス事業ならびに認定教育者の研修などの事業を行

っていく計画である。

② 詳細

資格認定団体の設立にむけた、詳細については以下の通りである。

(i) 準備委員会企業
コンソーシアムでは、９月までに本事業の内容と資格認定団体設立にむけた趣意書を

作成し、コールセンター業態・業界企業を個別訪問し、趣旨に賛同する企業に協力を求

め、準備委員会への参加を依頼した。準備委員会への参加は、コールセンター業態・業

界における主に事業系の会社として、自社でコールセンターを運営するか、または外部

サービスエージェンシーに発注する立場の企業を中心に、大手企業グループにおいてグ

ループないの顧客接点事業を担うサービス子会社系の企業などが多く、自社での人材育

成や、サービス外注の際の人材要件として資格制度を活用したいという企業が目立った。

最終的なコンソーシアム企業３社以外の準備委員会企業は以下の通りである。（50音順）

・NTTコミュニケーションズ株式会社
・株式会社シー・シー・ダブル
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・ソニーカスタマーサービス株式会社

・ソフトバンク BB株式会社
・株式会社データネットワークセンター

・株式会社東京海上日動コミュニケーションズ

・日興コーディアル証券株式会社

・日本 ATMヒューマンソリューション株式会社
・日立電子サービス株式会社

・富士通コミュニケーションサービス株式会社

・株式会社WOWOWコミュニケーションズ

これらの企業以外に、オブザーバー企業として、以下の３組織が継続的な参加をした。

・株式会社ジャパンネット銀行

・マイクロソフト株式会社

・社団法人消費者関連専門家会議

準備委員会開催内容

準備委員会については、１１月から合計４回開催され、資格認定団体設立にむけた議論を

深め、一般社団法人としての定款（案）と事業計画をとりまとめた。

【図表３－１８】準備委員会開催履歴

回数 開催日 主な内容

第１回 11月 9日 資格認定団体設立準備委員会の発足

準備委員会委員長として、プロシード西野弘を選出。

今後の準備委員会活動案の承認

第 2回 12月 8日 コンソーシアム事業の説明と試験構築にむけた協力の依頼

広報スケジュールの紹介と承認

資格制度説明会開催（１月 14日）の承認

第 3回 1月 19日 資格制度説明会の報告

資格制度運営にむけての説明

事業計画案の提示と検討

一般社団法人の設立にむけた手続きの検討

第 4回 2月 8日 事業計画の承認

一般社団法人にむけた手続きの詳細

試験構築にむけた予備テストの協力依頼

各社参加を検討の上、3月に設立総会を行うことを決定
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(ii) 団体の内容
検討されてきた資格認定団体の概要は以下の通りである。

� 名称：日本コンタクトセンター教育検定協会（一般社団法人）

� 目的

� コールセンター人材 知識スキル体系（ＣＭＢＯＫ）のメンテナンス

� コールセンター資格認定試験の試験企画・試験問題のメンテナンス

� コールセンター資格認定試験の運営・実施・資格認定

� 検定試験合格者の維持・管理

� 教育機関・教材の認定、ライセンス事業

� 認定トレーナー教育研修事業の実施

� ＣＭＢＯＫ、教材等の出版事業

� 広報/普及
� 構成員

� 賛同する法人(株式会社・財団法人・社団法人・ＮＰＯ等） 
� 個人の参加は別の形での会員組織を検討する。

� 設立時の参加法人数：10団体以上を目標
� 試験事業

� 平成 23年度秋から現場レベルの資格（エントリー・オペレーター・スーパ
バイザー）とプロフェッショナル資格を実施する。

� 初年度から大都市圏およびコールセンター集積地で 10都市程度での開催を
目指す。 

定款（案） 
資格認定団体の定款は、上記の概要を元に構成されている。

3月 15日の設立総会で使用される定款（案）については、添付資料を参照のこと。

(iii) 設立準備にむけた活動報告
資格制度説明会

準備委員会の開催と平行して、広く資格制度と認定団体設立についてコールセンター業

態・業界に告知し参加を促すために 12月 14日資格制度説明会を開催した。
12月 14日 場所：新宿ファーストウェストビル会議室
内容：資格制度の概要、資格認定団体の設立趣旨と計画

参加者：６０社９０名

またこの資格制度説明会を通じて、準備委員会ならびに資格認定団体への参加を検討す

る企業が現れたため、第 4回準備委員会の内容に準じた説明会を別途開催した。
2月 8日 場所：新宿ファーストウェストビル会議室
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内容：資格認定団体定款案と事業計画の説明、認定団体参加へのお勧め 

(iv) 設立総会
設立総会の開催（予定だが報告）

資格認定団体への参加について、参加表明を行った後も、正式な決済については各社共

に本社役員レベルでの決済を要するため、一定の期間をおいて 3月 15日に開催するこ
ととした。本報告書作成の段階では準備委員会のほぼ全社が参加表明をしており、その

他の企業の正式な参加決定もあるため、10 数社での発足が確実な状況になっている。
設立総会とほぼ同時に社団法人としての登記申請を行う予定であり、4月には正式に社
団法人として登記も完了する運びとなっている。今後も前述の事業展開を行うと共に、

賛同者を広く集め、資格制度の認知向上と普及に努める予定である。

(ウ)実施項目３ 資格制度の構築

① 資格制度案の報告

資格制度案としては、CMBOK における、知識/スキルの主要 3 分野である、運営、構築、
カスタマーサービスの主要３分野にプロフェッショナル資格を置く。オペレーション資格

として、オペレーターおよび現場の管理者としてスーパーバイザー資格を置く。また、オ

ペレーターの入門的資格としてエントリー資格を未就業者および新卒学生にむけて設定す

る。 
【図表３－１９】資格制度の構成

資格モデル 認定内容

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
資
格

コールセンター
アーキテクチャ

コールセンターのアーキテクチャ（業務設計とテクノロジーの
導入）を担うプロフェッショナルレベルの人材を認定する。

オペレーション
マネジメント

コールセンター長やコールセンターの業務プログラムのマネ
ージャーなど、センター運営とパフォーマンス管理に特化し
たプロフェッショナルレベルの人材を認定する。

カスタマーサービス
マネジメントよりも、コールセンターの中核である顧客応対
の専門性に特化した人材を認定する。

スーパーバイザー
上位プロフェッショナル資格への登竜門として、コールセンタ
ーにおける広範な分野の実行者としてのスーパーバイザー
人材を認定する。

オペレーター
コールセンターにおける中核業務である顧客応対業務を行
うオペレーター人材を認定する。

エントリー
未就業者または新人で、一定レベルの「基礎能力」を身につ
けた人材を認定する。
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このほか、資格認定団体準備委員会および CMBOK委員会からは、企業内でこれらの人材
の育成を担当するトレーナー資格に対する必要性が指摘されている。トレーナー資格は、

コールセンターの知識スキル体系以上に、より一般的な教育トレーニングに関するコンピ

テンシーを要求される。トレーナー資格については、来年度の資格認定団体の事業におい

て、教育プロバイダーを認定する制度を検討しており、その中での認定トレーナーという

形での B-to Bモデルでの提供を検討している。
さらに各資格毎に求められる試験の内容について検討した。

② 資格制度構築の過程について

資格制度案については、コンソーシアムでの検討の後に CMBOK委員会で精査する形を取
った。資格制度の認定方法については、各レベルで求められるスキルや知識に応じた体系

を取る。それぞれの特徴をまとめると以下のようになる。

【図表３－２０】認定方法と特徴

認定方法 メリット デメリット 評価

客観テスト(多肢選
択式、記述式）

問題作成が比較的容易。統計的評価が可
能。評価制度が高い。

スキルや業務遂行能力等の客観的に評価し
にくいものには、限界がある。 ◎

論述式テスト
問題作成が容易。スキルや業務遂行能力
等を評価しやすい。

論述内容の選択を可能にする必要がある。
評価者による評価誤差を調整することが難
しい。

○

面接
実施が容易。準備があまりかからない。 評価者による評価誤差を調整することが難

しい。評価できることに限界がある。
×

業務経験
評価が容易。 経験の裏付けがとりにくい。評価の手間がか

かる。評価基準の設定が難しい。
○

業務評価(アセッ
サー）

評価精度が比較的高い。
事業所内での評価を行うことができる。

評価のための運用が難しい。評価者による
誤差を比較的小さくできる。評価の手間がか
かる。

△

認定研修
研修による能力評価を直接行える。必要な
知識スキルを認定者に伝えられる。プロ
フェッショナルコミュニティをつくり易い。

認定研修を構築するのに費用がかかる。認
定研修の質を維持するのが難しい。 △

資格制度の受験者の規模や内容を鑑み、オペレーション資格 3 資格については、客観テス
トによる評価を行うこととした。

プロフェッショナル資格について、面接の実施は現実的には受験者側のスケジュール確保、

試験運営上の課題もあり難しく、かつその客観性の確保も難しいことから、客観テストに

加えて、記述式問題を行うことによりプロフェッショナル業務における実際の業務におけ

る判断力を問う形にすることとした。

＜プロフェッショナル資格の構成について＞

プロフェッショナル試験については、客観テストに加えて、記述式テスト（専門選択）

を行う。また、本試験の実施にあたっては、業務経験を必要条件とし、試験の合格後に業

務経験の申請書を提出した上で認定とすることにすることを検討している。予備テスト
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（β）に結果に基づき、合格者のプロフィール等をさらに精査し、その必要性を最終決定

する予定である。業務経験証明がない場合には、所定の認定研修の受講によりプロフェッ

ショナルレベルでのコールセンターの業務における資格の有用性を確保することも検討し

ている。合格者が業務未経験時の認定研修の受講については、IT コーディネーター資格で
も採用されている。

また、資格の更新については,オペレーション資格には設けず、さらに上位の資格もしく
はプロフェッショナル資格に挑戦することで、現実的に資格をアップグレードできるよう

に位置付ける。一方プロフェッショナル資格については、3年程度の更新期間で、その間の
自己学習、経験、研修や業界委員会貢献などをポイント化して行うことを検討している。

出題分野については、CMBOK 委員会での検討の結果、プロフェッショナルレベルとし
て共通して身につけるべき知識スキルと、各資格特有に深化した専門知識スキル分野があ

るとの議論があり、特にコールセンター・アーキテクチャとオペレーションマネジメント

には共通分野も多いとの判断から、試験問題の半数を共通分野、残りの半数をそのプロフ

ェッショナル領域を重視した専門分野として出題することになった。

以上の検討から、プロフェッショナル試験については以下の設計とし試験問題の構築を

行った。

＜本試験の構成＞

・客観テスト：80問/セット 本試験は 1時間 30分を予定。
(客観試験の構成としては、共通項目：40問、専門項目：40問 ×２種 

5問～10問は事例付きとし、業務での判断力に重点を置く。)
・記述式テスト：3問/セット 専門分野ごと
この試験構成案を元に、作題を行うこととした。

③ 作題

試験問題は、本試験を 2回行うことができる 2セットの開発を目標としている。
そのため、基本的には本試験の構成案の約倍の試験問題(項目)を作成する必要がある。さら
にプロフェッショナルレベルでは記述式問題も出題することとしたため、客観式問題に加

えて、記述式問題の条件文、記述式問題用設問を作成することとした。

作題者は CMBOK委員会のメンバー企業を中心に作題を依頼し、コンソーシアム企業で
レビューをしつつ試験問題の構築を行った。
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④ 予備テスト

平成 21 年度においては、プロフェッショナル資格のうち、「コールセンター・アー

キテクチャ」と「オペレーション・マネジメント」の２資格で予備テストを実施し

た。αテストでは開発された問題を精査するのが目的で、項目ごとに分析を行った

結果、βテストで本試験さながらの実地検証を行うのが手順である。

予備テスト（α）および（β）を実施した結果について、以下の項目ごとに詳細を

取りまとめた。

【図表３－２１】資格開発プロセス

(i) 予備テスト（α）の実施状況
以下の日程にてαテストを実施した。

【図表３－２２】予備テスト（α）実施日と試験会場

日程 会場

2/12(金) TKP代々木ビジネスセンター1号館 ホール 13B

2/13(土) 新宿ファーストウェスト 3階 A会議室

2/14(日) TKP新宿ビジネスセンター 28階スカイ会議室

【図表３－２３】予備テスト（α）受験者数

資格名 受験者数

コールセンター・アーキテクチャ 47名

オペレーション・マネジメント 92名

合計 139名
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受験者の合計は 139名で、「オペレーション・マネジメント」は目標値の
100 名に迫る 92 名が受験したが、「コールセンター・アーキテクチャ」
は 47名であった。しかし各資格共に、受験者のプロフィールは企業精鋭
レベルから未経験者まで多様性もあり、項目（試験問題）の精査に関し

ては大きな課題なく行うことができた。

(ii) 予備テスト（α）の分析結果
１）受験参加企業と受験者数

【図表３－２４】予備テスト（α）受験者の企業別一覧

所属 CA OM 合計
日本ATM株式会社 1 18 19
株式会社データネットワークセンター 7 6 13
株式会社CSKサービスウェア 6 6 12
日興コーディアル証券株式会社 11 11
バーチャレクス・コンサルティング株式会社 1 8 9
株式会社プロシード 7 7
三井住友海上グループホールディングス 1 6 7
日立電子サービス株式会社 1 6 7
NTTコミュニケーションズ株式会社 6 6
株式会社コスモサポート 6 6
株式会社アグレックス 5 5
株式会社テレマーケティングジャパン 1 4 5
株式会社東芝オー･エー・コンサルタント 5 5
イオンクレジットサービス株式会社 4 4
株式会社ネットケア 2 2 4
富士通コミュニケーションサービス株式会社 4 4
ソフトバンクBB株式会社 3 3
株式会社東芝 1 2 3
イオンアイビス株式会社 2 2
オムロンフィールドエンジニアリング株式会社 2 2
株式会社シー・シー・ダブル 2 2
株式会社シーエーシー 2 2
イオン保険サービス株式会社 1 1

合計 47 92 139

※CA：コールセンター・アーキテクチャ、OM：オペレーション・マネジメント

準備委員会参加企業の他にも、1 月 14 日に開催された資格制度説明

会に出席した企業からも多数が予備テスト（α）に参加した。事業

系企業だけではなく、サービスエージェンシーからも数名ずつ受験

者を投入していることから、コールセンター業界全体で資格制度へ

の関心の高さが伺える。

２）項目分析結果

予備テスト（α）の OM、CAそれぞれの得点分布を以下の図に示す。 
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OM 及び CA ともに、分布は正規分布に近く、平均得点、標準偏差
は、図に示した通りである。
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0

2

4

6

8

10

12

14

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

1
00

1
10

1
20

得点

頻
度 頻度

項目数=120

受験者数＝47

平均得点＝80.8

メディアン＝80.0

標準偏差=9.24

このように、OM は、サンプル数も多く、ほぼ正規分布しており、項目分

析には、問題ない。

しかし、CA は、バラつきが大きく、サンプル数も少ないため、参考とし

て用いたが、特に項目の選択枝についての選択率を考慮して項目の修正

を行った。

また、OMについては、項目分析の結果を元に、項目の修正を行った。

CA,OMともに、約半数の項目を修正した。
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(iii) 予備テスト（β）の実施状況
以下の日程にてβテストを実施した。

図表３－２５】予備テスト（β）実施日と試験会場

日程 会場

2/20(土) TKP新宿ビジネスセンター 28階スカイ会議室

2/21(日) TKP代々木ビジネスセンター1号館 ホール 13B

2/22(月) TKP代々木ビジネスセンター1号館 ホール 13B

2/23(火) TKP代々木ビジネスセンター1号館 ホール 13B

2/24(水) TKP代々木ビジネスセンター1号館 ホール 13B

2/26(金) 新宿ファーストウェスト 3階 A会議室

2/27(土) プロシード・アカデミー

予備テスト（β）実施日と試験会場

【図表３－２６】予備テスト（β）受験者数

資格名 受験者数

コールセンター・アーキテクチャ 141名

オペレーション・マネジメント 200名

合計 341名

当初は 2月 20日～24日の 5回開催を予定していたが、「コールセンター・
アーキテクチャ」の受験者が 100名程度と伸び悩み、急遽 2回の追加開
催を行った。また、オンサイト試験の開催を沖縄県内のコールセンター

企業に呼びかけたところ、日興コーディアル証券が快く応じたことで、

受験者数を大きく延ばすことができた。この結果、コールセンター・ア

ーキテクチャに関しても、統計的な有意性を確保しうる分析が可能とな

る人数をクリアすることができた。

各企業の窓口担当者から寄せられた声では、「コールセンター構築＝ITス
キル」のイメージが根強かった。コールセンターの構築には、IT だけに
とらわれないスキル・経験が求められることも、今後の周知活動に不可

欠であると再認識した。

一方で、「オペレーション・マネジメント」の受験者は 200名と、予定目
標をクリアしている。
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予備テスト（β）の分析結果

１）受験参加企業と受験者数

【図表３－２７】予備テスト（β）受験者の企業別一覧

所属 CA OM 合計
三井住友海上グループホールディングス 10 36 46
日興コーディアル証券株式会社 8 19 27
バーチャレクス・コンサルティング株式会社 3 18 21
株式会社ＮＴＴデータ３Ｃ 2 16 18
日本ATM株式会社 3 15 18
株式会社データネットワークセンター 11 6 17
日興コーディアル証券株式会社（沖縄） 17 17
株式会社東京海上日動コミュニケーションズ 4 10 14
株式会社CSKサービスウェア 5 8 13
富士通コミュニケーションサービス株式会社 1 9 10
株式会社プロシード 9 9
株式会社損害保険ジャパン 2 7 9
株式会社損保ジャパン・ハートフルライン 1 7 8
日立電子サービス株式会社 3 5 8
株式会社ネットケア 4 3 7
NTTコミュニケーションズ株式会社 6 6
イオンアイビス株式会社 6 6
株式会社エス・エム・エス・データテック 4 2 6
株式会社東芝オー･エー・コンサルタント 6 6
株式会社ＤＮＰデジタルコム 5 5
株式会社アグレックス 5 5
株式会社コスモサポート 5 5
株式会社シー・シー・ダブル 1 4 5
株式会社フェス 5 5
イオンクレジットサービス株式会社 4 4
株式会社テレマーケティングジャパン 1 3 4
ドコモ・モバイル株式会社 3 3
株式会社シーエーシー 1 2 3
株式会社ジュピターテレコム 1 2 3
日本ＡＴＭヒューマンソリューション株式会社 3 3
ＮＥＣパーソナルプロダクツ株式会社 2 2
WELLCOM株式会社 2 2
ソフトバンクBB株式会社 2 2
チューリッヒ・インシュアランス・カンパニーリミテッド 2 2
ティージー・テレマーケティング株式会社 2 2
マイクロソフト株式会社 2 2
株式会社CSKシステムズ 2 2
株式会社もしもしホットライン 2 2
株式会社東芝 1 1 2
NTTコムウェア株式会社 1 1
イオン保険サービス株式会社 1 1
エヌアイシー・ネットシステム株式会社 1 1
リコーテクノシステムズ株式会社 1 1
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 1 1
株式会社ＤＴＳ 1 1
株式会社JALインフォテック 1 1
株式会社シーイーシー 1 1
株式会社ロジクール 1 1
株式会社富士通エフサス 1 1
東芝ソリューション株式会社 1 1
日本電気株式会社 1 1

合計 141 200 341

※CA：コールセンター・アーキテクチャ、OM：オペレーション・マネジメント
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αテストとセットでβテストの申込みを受け付けたことで、αテス

ト受験者がそのままβテストを受験しているケースが多かった。開

発された問題を精査する上では、検証材料として非常に有効なデー

タとなり得る。 

また、事業系、サービスエージェンシー、ICT情報通信系企業の参加

企業比率も適度な配分となり、本試験実施後の目指す理想に近づけ

たとの見方が出来る。 

⑤合否基準の判定

合否基準の判定は、以下の手順で実施した。資格試験名が多く出るため、

CA：コールセンター・アーキテクチャ、OM：オペレーション・マネジ

メントとしてこれより記述する。

【図表３－２８】合否判定の手順

１）項目分析結果

OM,CAの結果データを元に、IRT分析を行った。以下に、得点度数

分布を示す。 
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OM得点度数分布
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OMの項目分析の結果、5つの項目については、識別度が低く、較正

できないため、採点から除外し、115項目での分析を行った。

CAは、全ての項目について、採点対象として分析を行った。

２）IRT分析

IRT分析は、それぞれ 2-パラメータ（２PL）方式にて行ったが、CA

は、サンプル数がやや少ないため、1-PL方式での分析も実施した。

結果として、両者ともに、２PL方式での分析での較正を行うことが

できた。IRT分析上は、必要な母数を確保できたと考えられる。

３）参照集団の評価

受験者の中から、それぞれのコールセンタープロフェッショナルの
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スキル、業務経験をもとに、合格対象として想定できる層を参照集

団として設定を行う。 

CA,OMともに、該当する業務経験を２～3年以上有し、それらにつ

いての学習機会を過去に持っている層を、参照集団として特定し、

その層の分布をもとに、客観式テストによる選抜基準となるライン

案を推定し、その後、記述式テストによる合否基準の判定を行った。
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これらの図においては、受験者の能力をθとして表示し、θは、0

を中心に－∞～＋∞までの値をとるが、ここでは、－４～＋４まで

を表示しているが、どちらの受験者ともにこの範囲に入っている。

１）OMの 1次選抜ラインの決定 

OMについては、上記で述べた参照集団は赤の分布となっており、多

段階選抜の 1 次選抜は、本来合格する可能性を持っているものを不

合格にしないために、参照集団の下位のピークを含む「θ＝－0.6」

に設定した。人数の通過率は、72%であった。

２）CAの 1次選抜ラインの決定

CAについても、上記で述べた参照集団は赤の分布となっており、多

段階選抜の 1 次選抜は、本来合格する可能性を持っているものを不

合格にしないために、参照集団の下位のピークを含む「θ＝－0.6」

に設定した。人数の通過率は、77%であった。

-0.6
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CAβ θ度数分布条件比較

0

2

4

6

8

10

12

14

16
-
4

-
3
.6

-
3
.2

-
2
.8

-
2
.4 -
2

-
1
.6

-
1
.2

-
0
.8

-
0
.4 0

0
.4

0
.8

1
.2

1
.6 2

2
.4

2
.8

3
.2

3
.6

次
の
級

データ区間

頻
度

ALL

経験・学習１

経験・学習２

経験・学習３

OM β 記述式度数分布条件比較

0

5

10

15

20

25

30

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

次
の
級

データ区間

頻
度

ALL

CUT後

OM経験

SV経験

-0.6

52 



- -48

３）OMの記述式テストによる合否基準の決定

本番テストにおいては、受験者人数が多い場合に、記述式テストの

採点が、物理的に困難になる場合があるため、多段階選抜方式を採

用しているが、予備テストでは、全数の採点を行っている。ここで

は、多段階選抜時を想定して、記述式テストの得点（素点）を使っ

て、選抜された受験者（CUT後）、更に、その中から、オペレーショ

ン・マネジメント関連業務経験を持つ受験者を参照集団として、評

価を行った。

結果として、記述式テストの得点 52 点以上（70 点満点）を合格候

補とした。このときの通過率（合格率）は、52%となる。

今回の受験者は、すでに、企業内で選抜されたスキル水準の高い層

が受験していることを踏まえると、必ずしも高い合格率とはいえな

い。経験上、合格率は本番ではこの半分くらいになるものと、予測

される。

さらに、詳細なプロフィール等の分析を加えて、最終的な、合格を

決定する予定である。

３）CAの記述式テストによる合否基準の決定

CAについても、OMと同様の分析を行った。ただし、記述式テスト

の評価における参照集団は、センター構築関連業務経験を持つ受験

者を抽出した。
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補とした。このときの通過率（合格率）は、52%となる。

今回の受験者は、すでに、企業内で選抜されたスキル水準の高い層

が受験していることを踏まえると、必ずしも高い合格率とはいえな

い。経験上、合格率は本番ではこの半分くらいになるものと、予測

される。

以上の検討は、CMBOK 委員会のレビューを受け、属性分析および

合否基準（CUT）についても合意したものである。予備テスト受験

者のレベルについて、多くの受験者を送った CMBOK 委員会企業か

らも意見を聴取し、今後のプロフェッショナル試験のあり方を含め

て検討した。おそらくは、今後はプロフェッショナル試験は、将来

的にキャリアアップを目指すスーパーバイザー経験者やコールセン

ターにおける管理チームスタッフ、さらに CA 資格についてはこれ

までコールセンターのマネジメントを体系的に学ぶことが少ない、

SIer の就業者が受験することが考えられるため、プロフェッショナ

ルへの登竜門としては事前の学習と準備を擁する高いレベルの試験

となることが予想され、試験の合格者、認定者が業界で認知を受け

活躍できるようになることが期待される。
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４ 今後の課題および展開方向

① 資格制度の今後のロードマップ

昨年末の国内初となる全国版のコールセンター資格認定制度を実施運営する団体の

発足から、今月３月には設立総会が予定され、早くも資格制度の本番実施に向けたカ

ウントダウンが開始された。団体設立は秒読みに入ったが、これまでは準備段階であ

り、正に本番はこれからである。資格制度の今後のロードマップ、ならびに運営を担

う協会設立以降の今後の課題と展開について最後にまとめておくことにしたい。

(i) 団体設立と資格の構築をうけて
設立総会は 3 月 15日に開催予定。幸いにも本報告書作成の段階では準備委員会のほ
ぼ全社から参加表明をいただき、その他企業の参加も入れて正式な発足が確実な状況で

ある。設立総会と同時期に社団法人としての登記申請を行う予定であり、4月には正式
に社団法人として登記も完了する運びとなっている。理事他役員の決定を経て、団体と

しての設立と共に、実際の事業活動である今期予定の資格試験のリリースや追加開発と

事前のプロモーション活動を含めて、遅滞なく活動を進めていく必要がある。

今後の当面の課題としては、団体設立と資格構築は、協会の目的にとっての手段であ

ることを肝に銘じて、参加企業各社が協会の目的実現のために、それぞれの利害を超え

て、業界や関連産業それぞれの共通利益にために、どれだけ協働していける環境を整え

るかということになる。コンソーシアムとしても、その実現に向けて支援を行っていく。

(ii) 事業計画の決定
今期平成 22 年度の事業計画（案）として現在までに討議されてきたものをもとに速
やかに事業計画を確定する。

＜概要＞

１.コールセンター試験制度設計の更新
１）平成 21年度の実績からのレビュー
２）プロフェッショナル資格の更新等のスキームの詳細設計

３）研修機関・トレーナー認定スキーム・教材等の検討

２.ＣＭＢＯＫ（知識スキル体系）の改訂作業
３.試験事業（初年度計画）
１）平成 22年度の資格試験開発
２）現場レベルの資格とプロ資格を実施する。

本年度はエントリー資格の開発はしない。同資格は学生対象のため、現職対象の資格

を立ち上げてからとなる。（下図を参照）
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資格区分 試験種別

オペレーターオペレーション資格 
（現場レベル） スーパーバイザー（ＳＶ）

運用 
構築 

プロフェッショナル資格

（プロレベル）
カスタマーサービス

※資格構築検討
トレーナー資格、その他の

重要分野

【図表５－１】資格区分

【図表５－２】今期の開発範囲

(iii) 推進体制
さらに、協会はコンソーシアムとの協業体制案について、これまでの討議に基づいて

正式に決定し、事業計画を実際に運用していくことになる。（図表５－３） 
コンソーシアムメンバーとしては、立てられている事業計画に基づき、遅滞なくタスク

を実行していくと共に、当面はこの業界初の資格制度が順調に立ち上げられ、協会各社

が自律して協働運営できるように、範囲を決定して側面支援していくことになる。（図

表５－４） 

初年度の
開発・実施範囲

上記以降の開発・実施範囲
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【図表５－３】事業推進体制

【図表５－４】協会機能と事業機能

資格認定団体

日本コンタクトセンター教育検定協会（仮称）

資格認定団体

日本コンタクトセンター教育検定協会（仮称）

事務局事務局

コールセンター人材能力評価システム
事業推進コンソーシアム企業

コールセンター人材能力評価システム
事業推進コンソーシアム企業

商標管理と試験提供事業者の認定委託契約

試験運営
事業者

試験運営
事業者

教育プログラム
開発事業者

教育プログラム
開発事業者

委託契約委託契約

試験の提供業者
の認定と管理

試験の提供業者
の認定と管理

試験開発試験開発

知識スキル体系
開発

知識スキル体系
開発

教育事業者の認定
カリキュラムの認定

教育事業者の認定
カリキュラムの認定

マーケティング
プロモーション

マーケティング
プロモーション

支援

1

コールセンターコールセンター
資格制度資格制度

Ⅰ 資格・試験企画・計画・PR

Ⅱ 試験開発

Ⅲ 募集・受付

Ⅳ 試験手配

Ⅴ 試験実施

Ⅵ 結果評価・通知

Ⅶ 登録運用

Ⅷ モニタリング

事
業
機
能

Ⅰ・Ⅱ・Ⅶが検定協会の主機能

認定

協
会
機
能

協
会
機
能
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② 事業計画（検定協会）

平成 22 年度の試験実施

1. オペレーター、スーパーバイザー、プロフェッショナル 3資格(９月以降）

2. 但し試験時期は、第一弾（現場レベルの資格）、第二弾（プロ資格のうち構築、運用を追加）、

第三弾（プロ資格のうちカスタマーサービスを追加）と３つの段階に分ける。

3. 試験実施（年３回実施；マル数字は実施回数）

【図表５－５】今期の試験開発・教育開発

※試験会場は大都市圏に加え、コールセンター集積地など計 10 都市程度

【図表５－６】今期の試験開発・教育開発

今期 Apr-10 May-10 Jun-10 Jul-10 Aug-10 Sep-10 Oct-10 Nov-10 Dec-10 Jan-11 Feb-11 Mar-11
ＢＯＫ（ＰＤＦ出版） Ｖｅｒ１．０ Ver2.0
ＢＯＫ解説本 ○

OP/SV

BOK ○
作題 ○ ○
テキスト ○ ○
テキスト発行 ○
プロモーション △ △ ○ ○ ○
試験実施① ○
試験実施② ○
試験実施③ ○

構築＆運営プロ

BOK整備 済
作題 済
テキスト ○ ○
テキスト発行 ○
プロモーション △ ○ ○
試験実施① 実施せず
試験実施② ○ ○
試験実施③

カスタマーサービスプロ
BOK整備 ○
作題 ○ ○
テキスト ○ ○
テキスト発行 ○
プロモーション △ ○ ○
試験実施① 実施せず
試験実施② 実施せず
試験実施③ ○

教育機関認定 今期 Apr-10 May-10 Jun-10 Jul-10 Aug-10 Sep-10 Oct-10 Nov-10 Dec-10 Jan-11 Feb-11 Mar-11
スキーム構築 ○
認定プログラム構築 ○ ○
教育認定機関募集 ○ ○
教育機関認定作業 ○ ○
教育機関研修開始 △ ○

年月
試験種別

オペレータとＳＶ 構築と運営 カスタマーサービス

１ ２０１０年９月 ①

２ ２０１０年１１月 ② ①

３ ２０１１年２月 ③ ② ①

年月
試験種別

オペレータとＳＶ 構築と運営 カスタマーサービス

１ ２０１０年９月 ①

２ ２０１０年１１月 ② ①

３ ２０１１年２月 ③ ② ①
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添 付 資 料

１．調査資料

２．資格認定団体関連

３．その他の説明会
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３．その他の説明会


